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【アメリカ】オバマ大統領 8 年間の主要施策 
 主幹 海外立法情報調査室 原田 圭子 

 

＊オバマ大統領は 2017 年 1 月 20 日に 8 年の大統領職の任期を終えた。任期後半は連邦議

会とのねじれにより政権運営は難航した。8 年間の任期における施策のいくつかを総括

し紹介する。 

 

 

1 経緯 

オバマ大統領は、2009 年

1 月にアフリカ系アメリカ

人として初めて大統領に就

任し、2013 年に再選され 8

年間の任期を務めてきた。

この間、大統領、連邦議会

とも与党民主党が多数派を占めたのは最初の第 111 会期のみで、続く第 112 会期、第 113

会期は下院で共和党が多数派となり、最後の 114 会期は上下両院とも共和党が多数派とな

った。このねじれ現象を反映して党派対立が激化した結果、成立した法律の件数は少なか

った（参考：第 110 会期：460 件、109 会期：482 件、108 会期：498 件、107 会期：377 件）。

そのため、オバマ政権後期は、法律の制定によらず大統領令及び行政規則の制定等により

政策を遂行する方針に転換したが、その政策に対して各州の司法長官が合同で訴訟を起こ

し、連邦裁判所による施策の差止め判決が出されるといった事例も見られた（注 1）。  

オバマ大統領の業績については今後様々な評価がされるであろうが、ホワイトハウスの

ウェブサイトでは自らの業績を①医療制度改革、②気候変動への対処、③世界におけるア

メリカのリーダーシップ、④経済回復、⑤社会発展及び平等（移民政策を含む）の 5 つの

視点からまとめている（注 2）。この中から主要な政策を紹介する。  

 

2 医療制度改革 

 オバマ大統領が第一の業績として掲げているのは、2010 年 3 月 23 日に成立した

P.L.111-148「患者保護及び購入可能な医療の提供に関する法律」（通称「オバマケア」）で

ある（注 3）。この法律により、全ての州に医療保険取引所が開設され、地域・年齢で同一

条件の医療保険を被保険者の健康状態のいかんにかかわらず購入できるようになった。ま

た、低収入の個人・世帯の保険購入に対する補助金により、制度導入以来約 2000 万人が新

たに医療保険を購入し、無保険の国民は 10%以下となっている。一方で、保険料が高騰し、

多くの国民にとって負担増となっていることが指摘され、共和党は一貫してこの法律に反

対の姿勢を取っている。連邦議会は、2016 年 1 月にはオバマケアを廃止する法案を上下両

院で可決させたが、オバマ大統領が拒否権を発動し法律は成立しなかった（注 4）。オバマ

ケアの存続は、2017 年 1 月に開始された第 115 会期連邦議会の争点となっている。  

表 オバマ大統領任期中の連邦議会多数党及び法律制定件数 

連邦議会  年  大統領 上院  下院  法律制定

第 111 会期 2009-2010 民主党 民主党  民主党  383 
第 112 会期 2011-2012 民主党 民主党  共和党  283 
第 113 会期 2013-2014 民主党 民主党  共和党  296 
第 114 会期 2015-2016 民主党 共和党  共和党  329 

（出典）筆者作成 
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3 気候変動への対応 

 オバマ大統領は、気候変動、環境問題にも積極的な取組をしてきた。2015 年 8 月 3 日、

環境保護庁（EPA）は、発電所から排出される CO2 排出量を 2030 年までに、2005 年比で

32%（約 8 億 7000 万トン）削減させるクリーンパワープラン（以下「CPP」）（注 5）を発

表した。これは、国内の CO２排出の 3 割を占めている発電所に対して初めて規制をかける

ものであり、各州に対して、それぞれの実情を踏まえた計画を策定することを求めている。

これにより環境負荷の高い石炭火力発電から天然ガス火力発電又は風力・太陽光発電など

代替エネルギーへの転換の促進を目指している。CPP は既存の「大気浄化法」（注 6）を根

拠に、CO2 排出量の規制が EPA の権限の範囲内にあるとして策定されたが、規則発表後、

27 の州及び複数の企業が、CPP は権限の範囲を超えていると合同で連邦裁判所に対して訴

訟を起こし、2016 年 2 月連邦最高裁判所で CPP 仮差止めの判決が下された（注 7）。  

 

4 移民政策  

 移民制度改革もオバマ大統領の重要政策の一つであったが、就任直後は経済対策及び医

療制度改革に注力したため、本格的な取組は第 2 期以降であった。2013 年には、一定の要

件を満たす非正規移民に対する市民権の付与、国境警備の厳重化、ビザシステムの整備等

を含む包括的な移民制度改革法の成立を目指したが果たせず、2014 年 11 月に、市民権や

永住権を持つ子どもの親に対して強制送還を停止し、就労資格の申請も可能とする措置を

含む大統領覚書「21 世紀に向けた移民ビザ制度の近代化及び合理化」（注 8）を発表した。

この政策に対し、26 の州が合同で差止めを求める訴訟を起こし、2015 年 2 月には連邦地方

裁判所がその訴えを認める判決を下し、連邦第 5 控訴裁判所もその判決を支持した。オバ

マ大統領はそれに対して連邦最高裁判所に上訴したが、2016 年 6 月に下された判決では、

最高裁判所判事の判決が 4 対 4 で割れたため（注 9）、連邦地方裁判所の差止めの判決がそ

のまま維持されることになった。（注 10）  
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